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1 一般 3 1 1
111地域で支えあう
福祉社会の形成

プレミアム商品券事業 社会福祉課 ○ ○

①消費税・地方消費税率の１０％への引き上げが、低所得
者及び子育て世帯の消費に与える影響を緩和するととも
に、地域における消費を喚起することを目的として、国によ
る財政支援により、プレミアム付（割引率２０％）商品券の発
行事業を実施する。

②令和元年度で事業が終了するため、なし。

0 156,171 1終了
①令和元年度で事業が終了するため。

②事業終了のため特になし。
0

2 一般 3 1 1
111地域で支えあう
福祉社会の形成

社会福祉事務に要する経費 社会福祉課 ○ 　　

①社会福祉協議会への活動助成、被災者・被爆者支援、福
祉健康フェアの開催、社会福祉法人への監査を行う。

②社会福祉協議会との連携強化、災害の甚大化による被災
者支援、少子高齢化による担い手不足。

111,774 114,312 6精査・検証

①様々な地域課題に対して、市と地域が協働で解決する必
要があるが、地域等でばらつきが出てしまう可能性がある
ため。

②社会福祉協議会の活動に対して補助金を交付し、地域福
祉を促進する。併せて被災者や被爆者に対しての見舞金を
支給する。

59,213

3 一般 3 1 1
111地域で支えあう
福祉社会の形成

民生委員・児童委員に要する経費 社会福祉課 ○ 　　

①民生委員・児童委員及び主任児童委員の調査・相談活動
を支援するため、活動費を補助する。

②幅広い地域ニーズに対応している民生委員への負担は
重くなる一方、この点へのフォローが必要。

7,626 7,601 6精査・検証

①民生委員児童委員及び主任児童委員がその職務を円滑
に行えるよう、委嘱や活動の補助について検証が必要であ
る。

②昨年度一斉改選により、新たに委嘱された民生委員・児
童委員に対しての行政研修を行い、福祉行政の知識の習
得や、欠員補充に努め、推薦会を実施の上県に推薦する。

7,752

4 一般 3 1 1
111地域で支えあう
福祉社会の形成

地域福祉に要する経費 社会福祉課 　　

①誰もが住みやすい地域づくりや安全で安心して暮らせるま
ちづくりを目指して、地域福祉に関する各種事業を行う。

②地域での日ごろの見守り活動や避難時要支援者への支
援方法などが課題。

4,711 6,841 6精査・検証

①高齢化、核家族化などにより、地域のつながりの希薄化
が年々進んでおり、支えあいを充実させる必要がある。

②第４期地域福祉計画を策定する。

7,954

5 一般 3 1 1
111地域で支えあう
福祉社会の形成

戦没者遺族等の援護に要する経費 社会福祉課 　　

①市戦没者追悼式の開催、特別弔慰金等の申請受付、そ
の他戦没者遺族に対する援護事務。

②戦没者遺族の高齢化による式典への参加者の減少、援
護対象者の漸減。

562 561 6精査・検証

①遺族の高齢化が進み、対象者は漸減しているが、今後も
戦没者の追悼、平和の大切さを啓発する必要がある。

②第11回戦没者等の遺族に対する弔慰金の請求受付・国
債券交付を進める。

669
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6 一般 3 1 1
115安心して暮らせ
る社会保障の充実

中国残留邦人等の支援に要する経費 社会福祉課 　　

①中国残留邦人等の置かれた特別な事情に鑑み、生活の
安定が図られるよう、その世帯の状況に応じた給付を行う。

②対象者の高齢化により、丁寧な支援が求められている。

7,024 6,178 6精査・検証

①法定受託事務として実施。支援相談員の配置により相互
理解を深め、円滑な事務遂行を図る必要がある。

②支援給付対象者とその家族、支援相談員、ケースワー
カー、関係部署と十分に連携しながら適切な支援を行う。

12,768

7 一般 3 1 1
115安心して暮らせ
る社会保障の充実

生活困窮者自立支援事業に要する経費 社会福祉課 　　

①生活保護受給に至らぬよう、生活困窮者に対し自立支援
相談の実施、住居確保金の支給、就労準備支援事業、家計
改善支援事業からの支援を行う。

②生活困窮者に対する相談窓口の利用勧奨、関係機関・関
係部署との連携体制の強化が課題。

14,778 12,253 6精査・検証

①平成27年4月から義務付けられている事業であるため、
制度の対象者を拡充し事業の定着を図る。

②自立相談支援事業や住居確保給付金の支給を行い、生
活困窮者に寄り添った支援を行う。

7,035

8 一般 3 1 2
111地域で支えあう
福祉社会の形成

総合福祉保健センター設備機器改修事
業

社会福祉課 ○ ○

①平成３年９月に竣工して以来、使用していた中央監視盤に
ついて、老朽化が進み、表示灯が見づらくなったため、新し
いものと交換する。

②機器の老朽化により監視項目の情報が確認しずらくなっ
ている。

0 2,514 1終了
①交換工事が完了したため。

②事業終了のため特になし。
0

9 一般 3 1 2
111地域で支えあう
福祉社会の形成

総合福祉保健センターの管理に要する
経費

社会福祉課 　　

①総合福祉保健センターの維持管理、補修等を行い施設の
安全面等の確保を図る。

②平成２６年度に大規模改修を実施したが、設備の経年劣
化も見られ、計画的な設備の改修更新が必要。

39,616 34,144 7拡充

①施設開設から３０年が経過しており、公共施設の長寿命
化に関する基本方針に基づき、施設の延命化を図っていく
が、安全性及び利便性の拡充の観点から、今後、エレベー
ターリニューアル工事を実施していく必要がある。

②経年劣化した設備等の修繕を行うなど施設の安全面を確
保する。

44,213

10 一般 3 3 1
115安心して暮らせ
る社会保障の充実

生活保護事務に要する経費 社会福祉課 　　

①生活保護システムの運用、医療レセプトの点検、生活保
護費支給に係る経理、面接相談員の雇用など制度運用に
必要な事務を行う。

②事務が複雑・多岐にわたり、時間を要する業務が多いた
め、事務の分担、負担の軽減が必要。

129,867 214,658 6精査・検証

①法定受託事務であり、生活保護に係る事務の効率化・迅
速化、給付の適正化を図る必要があるため。

②複数職員と非常勤職員による事務分担や負担の軽減を
図り、生活保護事務が円滑に行えるようにする。

17,037



11 一般 3 3 2
115安心して暮らせ
る社会保障の充実

生活保護に要する経費 社会福祉課 ○ 　　

①生活に困窮する被保護者に対し最低限度の生活を保障し
つつ、経済的・精神的・社会的自立を支援する。

②被保護世帯数は増加傾向である。今後新型コロナウイル
スの影響もあり、相談件数、生活保護受給者数が増えると
予想される。世帯の状況に合わせた自立支援を検討し、就
労支援等を行っていくことが必要である。

2,243,896 2,314,624 6精査・検証

①被保護世帯に対し、最低限度の生活の保障、自立の支
援、不正受給防止対策を実施し、今後も効果的な支援につ
いて検証を行う必要があるため。

②生活困窮者自立支援制度と生活保護制度を併せ、引き
続き効果的な運用を図っていく。

2,383,772


